
　

事
務
事
業
の
見
直
し
や
情
報
化
、
民
間

委
託
な
ど
を
推
進
し
、
職
員
数
の
適
正
化

に
努
め
、
市
政
運
営
を
行
っ
て
い
ま
す
。

■
勤
務
時
間
な
ど

始
業　

午
前
８
時
45
分

終
業　

午
後
５
時
15
分

休
憩
時
間　

正
午
〜
午
後
０
時
45
分

週
休
日　

土
・
日
曜

休
日　

国
民
の
休
日
、
年
末
年
始
（
12
月

29
日
〜
翌
年
１
月
３
日
）

＊
勤
務
場
所
に
よ
っ
て
、
異
な
る
場
合
が

あ
り
ま
す
。

■
服
務
規
律

　

市
民
の
皆
さ
ん
か
ら
の
信
頼
を
確
保
す

る
た
め
、
日
頃
か
ら
服
務
規
律
の
徹
底
を

指
導
・
周
知
し
て
い
ま
す
。
昨
年
度
の
分

限
処
分
（
休
職
）
は
８
人
、
懲
戒
処
分
は

４
人
で
し
た
。

■
職
員
の
健
康
管
理

　
職
員
の
健
康
保
持
増
進
の
た
め
、
定
期

健
康
診
断
、
人
間
ド
ッ
ク
、
メ
ン
タ
ル
ヘ

ル
ス
研
修
な
ど
を
実
施
し
て
い
ま
す
。

■
職
員
の
福
利
厚
生

　

地
方
公
務
員
法
に
基
づ
き
、
職
員
の
元

気
回
復
な
ど
を
目
的
と
し
た
北
広
島
市
職

員
福
利
厚
生
会
へ
の
補
助
を
実
施
し
て
い

ま
す
。

■
職
員
の
研
修
状
況

◆平成28年４月２日～29年４月１日の
採用者数（人）

事
務
職

土
木
職

消
防
職

社
会
福
祉
士

保
健
師

保
育
士

合
計

採用
者数

24
(5)

3
(1) 3 1 1 1 33

◆平成28年度の職員の研修状況（人）

研修分類 受講者数
(延べ)

自己啓発 通信教育講座受講助成など 2

職場支援
職場内研修 232
先進都市派遣(視察)研修 14
各課等専門研修 6

市独自
集合

階層別基礎研修 201
能力開発研修 758
特別研修 581

派遣
外部研修機関への派遣 48
他自治体・海外などへの派遣 31

■
職
員
の
人
事
評
価
の
状
況

　

職
務
遂
行
能
力
や
業
務
実
績
を
客
観
的

に
評
価
す
る
こ
と
に
よ
り
、
人
事
管
理
の

基
礎
と
し
て
活
用
す
る
た
め
、
平
成
28
年

度
か
ら
人
事
評
価
を
実
施
し
て
い
ま
す
。

■
公
務
災
害
・
通
勤
災
害

　

公
務
中
や
通
勤
途
上
で
災
害
に
遭
っ
た

場
合
は
、
補
償
さ
れ
ま
す
。
昨
年
度
の
公

務
災
害
認
定
件
数
は
６
件
、
通
勤
災
害
認

定
件
数
は
０
件
で
し
た
。

■
公
平
委
員
会
へ
の
措
置
要
求

　
職
員
は
、
給
与
や
勤
務
時
間
な
ど
の
勤

務
条
件
に
関
し
、
適
切
な
措
置
が
と
ら
れ

る
よ
う
要
求
す
る
こ
と
や
、懲
戒
そ
の
他
、

そ
の
意
に
反
す
る
不
利
益
な
処
分
を
受
け

た
と
き
は
、
公
平
委
員
会
に
審
査
請
求
す

る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
昨
年
度
は
、
０
件

で
し
た
。

◆職員数の推移
　　　（各年度４月１日現在）

440

460

480

500

520

29 年28 年27 年26 年25 年20 年15 年

人
520

500

480

460

521

499

469 469 469 468 469

平成　　　　15　　　　20　　25　　26　　27　　28　　29　　年度　　　　

◆平成28年度の退職者数（人）
定年 勧奨 その他 合計

退職者数 23 1 8 32

＊表中の（）内は、短時間勤務を除く再任用の数です。

問合せ　職員課（☎372-3311・内線3304)

　人事行政の公平性と透明性を高めるため、北広島市人事
行政の運営等の状況の公表に関する条例を定めています。
　この条例に基づき、職員の給与や職員数、勤務条件など
をお知らせします。
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給
与
と
は
、
給
料
（
民
間
企
業
の
基
本

給
）
と
、
手
当
（
扶
養
・
通
勤
・
期
末
勤

勉
手
当
な
ど
）
の
合
計
で
す
。

＊市長・副市長・教育長は、給料と期末手当を５％
減額しています。

◆特別職の給料など(平成29年４月１日現在)
月額 手当

給
料

市長 845,500円 ●期末手当
（６月と12月に
合計3.25月分と
45％の加算）
●寒冷地手当

副市長 690,650円
教育長 604,200円

報
酬

議長 431,000円
副議長 384,000円
議員 347,000円

◆職員の給料　　　　　　　　　　　　　　　
（一般会計職員・平成29年４月１日現在）

人数（平均年齢） 平均給料
月額

部長職 11人（55歳  3カ月）422,459円
次長職 5人(55歳 7カ月）415,425円
課長職 53人（52歳 8カ月）393,930円
主査職 116人（46歳 3カ月）353,929円
スタッフ職 247人(33歳 3カ月) 252,209円

〈役職別〉

〈経験年数・学歴別〉
平均給料月額

10～14年 大学卒＝267,624円 
高校卒＝233,740円

15～19年 大学卒＝317,236円 
高校卒＝291,100円

20～24年 大学卒＝367,489円 
高校卒＝345,482円

大学卒
●初任給（月額）

高校卒

17万8,200円
14万6,100円

●平均給料（月額）

平均年齢
39歳11カ月 30万3,134円

＊昨年度の平均支給額は、1,951万円でした。

◆退職手当（平成29年４月１日現在）
勤続年数 自己都合 勧奨・定年
20年 20.445月分 25.55625月分
25年 29.145月分 34.5825月分
35年 41.325月分 49.59月分

最高限度 49.59月分 49.59月分
その他の
加算 ― 勧奨退職者は

２～45％加算

＊１…ラスパイレス指数
＊２…都道府県と政令指定都市、東京23区、市町村の平均

北広島市

＊2

◆国の給料の水準を100としたときの割合　　
　　　　　　　（平成28年４月１日現在）

＊1

100

全国の地方公
共団体の平均

国

98.5

99.3

100

◆主な手当（平成29年４月１日現在）
内容

扶養手当
扶養親族がいる職員に、配偶者月額10,000
円、子１人月額8,000円、それ以外１人月
額6,500円（一定の要件で加算される場合
あり）を支給

住居手当
借家は月額11,000円を超える家賃について、
27,000円を限度に支給。持ち家は月額5,000
円を支給

通勤手当 通勤距離２㎞以上の職員に、運賃の額など
に応じて支給

時間外勤務
手当

平成28年度は職員１人当たり月平均40,448
円を支給（一般会計分）

特殊勤務手当 消防や野犬掃とう業務、災害応急対策等派遣など５種類　　　　　　　　　

寒冷地手当 扶養親族の有無などに応じて月額8,800～
23,360円を、11月～翌年３月の５カ月間支給

期末勤勉手当
民間企業のボーナスに当たるもの。６月と
12月に合計4.3月分を支給（役職者は、職務
に応じ５～15％を加算）

◆５年前と現在の職員給与費の比較
　　　　　　　（一般会計決算額）

平成
  22年度

27年度

29億7,941万円

28億9,458万円

■
平
成
28
年
度
の
年
次
有
給
休
暇
の
状
況

付
与
日
数　

20
日

平
均
取
得
日
数　

10
日

　

年
次
有
給
休
暇
以
外
に
は
、
病
気
・
介

護
・
産
前
産
後
・
夏
季
休
暇
な
ど
が
あ
り

ま
す
。

■
育
児
休
業
・
部
分
休
業

　

育
児
休
業
は
、
子
が
３
歳
に
達
す
る
日

ま
で
取
得
で
き
ま
す
。
部
分
休
業
は
、
小

学
校
就
学
始
期
ま
で
に
達
す
る
子
を
養
育

す
る
職
員
が
１
日
２
時
間
ま
で
取
得
で
き

ま
す
。
昨
年
度
の
育
児
休
業
取
得
者
は
10

人
、
部
分
休
業
取
得
者
は
３
人
で
し
た
。

8,483万円減少
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